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二本松市城山市民プール 

指 定 管 理 者 公 募 要 領 

令和７年７月 二本松市 

 

二本松市城山市民プールについて住民サービスの向上及び管理業務の効率化を図るため、二本松市公の

施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成17年二本松市条例第67号）に基づき、この二本松市城

山市民プールの管理運営業務を行う指定管理者を次のとおり公募する。 

 

１ 施設の概要 

（１）名  称  二本松市城山市民プール（以下「城山市民プール」という。） 

（２）所 在 地  福島県二本松市郭内四丁目１７０番地 

（３）設置目的  年間を通してのびのびと楽しく運動できる機会を確保するとともに、健康づくりの拠

点として、子どもから高齢者まで幅広い年代における利用促進を図り、市民の健康づ

くりや体力の向上を目指す。 

（４）施設及び設備の概要  

  ①施設の規模  

   ・敷地面積 ９，９６７．１０㎡ 

   ・建築面積 ３，０６４．６１㎡ 
   ・延面積  ３，４６０．３３㎡ 

②建物の構造 

地上２階建て 鉄筋コンクリート造 一部鉄骨造一部木造 
③施設の内容 

区 分 内   容 

プール棟 
（１階） 

２５ｍプール ６コース 水面積３４５．４㎡ 
（水深１．１ｍ）入水スロープ付 

幼児用プール 水面積９３．０㎡ 
（水深０．５ｍ、０．９ｍ） 

親水プール 水面積２３６．１㎡ 
（延長５２．４m、水深１．０ｍ） 

ウォータースライダー 全長３２．７ｍ（落差３．７ｍ） 
幼児用便所（男女兼用） 面積４．３㎡ 

小便器１基、洋式１基 
採暖室 面積１６．９㎡ 
採暖プール 面積２３．４㎡ 

（水深０．６５ｍ、０．８５ｍ） 
エントラ

ンス棟 
（１階） 

男子更衣室  面積１００．３㎡ 
洗面コーナー 手洗い６箇所 

女子更衣室  面積１２３．５㎡ 
洗面コーナー 手洗い７箇所 

男子シャワー室 
 

面積１６．０㎡ 
５室 
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女子シャワー室 
 

面積１５．８㎡ 
５室 

男子便所 面積１７．４㎡ 
小便器５器（うち幼児用１器）洋式３器 
手洗い ３箇所 

女子便所 面積１９．２㎡ 
洋式５器（うち幼児用１器） 
手洗い ３箇所 

多目的便所 面積５．９㎡ 洋式１器 
家族用更衣室 面積１６．４㎡ シャワー付 

監視室・救護室 面積１９．８㎡ 
階段ホール 面積７０．１㎡ 
機械室 面積１８２．８㎡ 
電気室 面積４７．６㎡ 
器具庫１ 面積３４．８㎡ 
器具庫２ 面積１６．１㎡ 
清掃庫 面積１１．６㎡ 

エントラ

ンス棟

（２階） 
 

エントランスホール（ギャラリー、ベビ

ーズルーム、自動販売機コーナー含む） 
面積１，２４２．４㎡ 

多目的会議室１ 面積１４３．４㎡ 
多目的会議室２ 面積９１．０㎡ 
会議室 面積２４．７㎡ 
事務室 面積４５．８㎡ 
休憩室 面積１４．５㎡ 
職員更衣室（男子・女子） 面積９．３㎡ 
男子便所 面積１７．９㎡ 

小便器５器（うち幼児用１器）洋式３器 
手洗い ２箇所 

女子便所 面積１８．５㎡ 
洋式５器（うち幼児用１器） 
手洗い ３箇所 

多目的便所（オストメイト対応） 面積６．５㎡ 洋式１器 
授乳室 面積１０．６㎡ 
倉庫 面積２９．６㎡ 

エントラ

ンス棟 
エレベータ １基 

７５０㎏／１１人乗り 
その他 駐車場  一般用７８台（うち身体障がい者駐車場

２台） 
職員用１１台 

駐輪場 自転車用５４台、自動二輪車用１０台 
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④設備の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）管理運営 

  令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで、城山市民プールの指定管理者は、「特定非営利

活動法人日本スポーツ振興協会」としている。 

 

２ 管理の基準 

指定管理者は、次の基準に従い城山市民プールの管理運営業務を実施するものとする。 

（１）開館時間 

開館時間は午前９時から午後９時までとする。ただし、指定管理者が必要であると認めるとき 
は、あらかじめ市長に承認を得てこれを変更することができる。 

（２）休館日 

①毎月第１月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日 
（以下「休日」という。）に当たるときは、その日以後の最初の休日でない日） 
②１月１日及び１２月３１日 
③上記①及び②にかかわらず指定管理者が管理上特に必要があると認めるときは、あらかじめ市 
長に承認を得て休館日を変更し、又は臨時に休館日を定めることができる。 

（３）法規の遵守 

   以下の関連する法規等を遵守し適正に管理する。 

①「地方自治法」(昭和22年法律第67号）、｢地方自治法施行令」(昭和22年政令第16号） 

②「労働基準法」(昭和22年法律第49号）、｢労働安全衛生法」(昭和47年法律第57号）ほか労働関 

係法規 

③「消防法」（昭和 23年法律第 186 号） 
④プールの安全基準指針（平成19年３月 文部科学省、国土交通省） 

⑤福島県遊泳用プール衛生管理指導要綱 

⑥「二本松市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例」（平成17年二本松市条例第67号）、 

「二本松市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則」(平成17年二本松市規則第 

42号） 

⑦「二本松市城山市民プール施設条例」（平成27年二本松市条例第29号）、「二本松市城山市民プー 

名  称 容量等 備考 
空気熱源ヒートポンプチラー 45ｋｗ×15 台 加温、暖房 
業務用エコキュート（電気） 45ｋｗ×1 台 給湯 
地中熱ヒートポンプユニット 28ｋｗ×2 台 冷暖房 
太陽光発電システム 7.36ｋｗ  
全自動珪藻土式ろ過装置 
（２５メートルプール） １台 

処理能力 127 ㎥／ｈ 
（8 ターン／日） 

 

全自動珪藻土式ろ過装置 
（親水プール）     １台 

処理能力 127 ㎥／ｈ 
（12 ターン／日） 

 

全自動珪藻土式ろ過装置 
（幼児用プール）    １台 

処理能力 47 ㎥／ｈ 
（14 ターン／日） 

 

全自動珪藻土式ろ過装置 
（採暖プール）     １台 

処理能力 6.3 ㎥／ｈ 
（1.5 ターン／ｈ） 

 

合併処理浄化槽 340 人槽  
地上式屋外オイルタンク（灯油） 全容量 942 リットル  
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ル施設条例施行規則」（平成27年二本松市規則第15号） 

⑧「二本松市公文書公開条例」（平成17年二本松市条例第17号） 

⑨「二本松市個人情報の保護に関する法律施行条例」（令和５年３月24日条例第１号） 

⑩「二本松市行政手続条例」（平成17年二本松市条例第16号） 

⑪その他業務に必要な法令 

（４）施設の平等利用の確保について 

指定管理者は、正当な理由がなく、住民が施設を利用することを拒むことはできない。（地方自治

法第244条第2項）また、管理業務を行うに当たっては、不当な差別的取扱いはできない。（地方自治

法第244条第3項） 

（５）個人情報の保護について 

指定管理者は、二本松市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年３月24日条例第１号）附

則第３条第１項に基づき、委託を受けた事務に従事している者又は従事していた者は、その事務に関

して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

（６）環境への配慮 

   指定管理者は「二本松市地球温暖化対策実行計画」の趣旨をふまえ、地球温暖化防止その他の環境

配慮及び環境保全に取り組むよう努めることとする。 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲・業務実施基準 

指定管理者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。 

なお、業務範囲に掲げる全ての業務を一括して他の事業者に委託することはできない。ただし、部

分的な業務については、市と協議の上、専門の業者に委託することができる。 

（１）城山市民プール施設に係る付帯設備及び備品の維持管理に関する業務 

 ①施設の保安・維持管理業務 

  ア 施設の保安管理業務 

・開館時間内は施設内を適宜巡回し、不審者及び不審物等の監視を行う。また、施設内の異常の

有無の確認及び火災予防点検を実施する。 

・閉館時の施錠確認 

・機械警備等に異常事態が発生した際には、速やかに対応できるよう体制を整える。 

・機械警備については現指定管理者とＡＬＳＯＫ福島株式会社において契約を締結している。令

和８年４月１日から指定管理者が変更となる場合には、新規指定管理者は業務開始日までに新た

に契約を締結し、施設管理に支障を及ぼすことが無いようにすること。 

イ 建物内外の損傷劣化状況を把握（屋根、外壁、内壁、外構等の状態を確認）し、維持管理を 

行うこと。 

ウ 環境衛生業務  

    ・施設内外の清掃                     毎日 

・施設内定期清掃（床、窓ガラス）             年４回 

エ 緑化環境整備業務 

・敷地内中低木等の剪定及び芝生の管理           随時 

オ 城山市民プールにおいて需用する電力を指定管理者と電力供給会社との契約により調達し、そ

の電気料は指定管理者において支払うこと。 

②設備の保守管理業務 

  日常点検、法定点検、定期点検を行うこと。 

ア 飲料水貯水槽清掃及び水質検査 
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・受水槽清掃（法定）（有効容量１５．０㎥）        年１回 

・水質検査（法定）（９項目）               年２回 

・水質管理業務（プール水 一般水質検査濁度）       年１２回 

・水質管理業務（プール水 総トリハロメタン）       年１回 

・水質管理業務（採暖浴槽 レジオネラ属菌）        年１回 

・水質管理業務（簡易専用水道水）             年１２回 

・排水管理業務                      随時 

イ 防災機器保守点検 

  ・消防用設備等の種類 

消火栓ポンプ（１台）、消火栓（６箇所）、消火器ＡＢＣ１０型（１７本）、消火器ＡＢＣ６

型（２本）、自動火災報知設備（光電式スポット感知器１０箇所、差動式スポット熱感知器３９

箇所、定温式スポット熱感知器１２９箇所）、防排煙設備（光電式スポット煙感知器５箇所、定

温式スポット煙感知器７箇所）、防火扉３箇所、防火シャッター（８箇所）、防火防煙スクリー

ンシャッター（１箇所）、避難誘導灯（３１箇所）、誘導標識（６箇所）、非常照明（５７箇

所）、非常放送用設備一式、避難用緩降機（１基） 

  ・消防設備法定点検（自動火災報知機設備、非常放送設備、誘導灯設備） 

                  年２回 

  ・非常用照明法定点検（非常照明設備）           年１回 

・消火設備保守定期点検（法定）              年１回 

ウ 電気設備点検 

・受変電設備保安業務                   年１２回 

・自動ドア保守点検                    年４回 

・エレベータ保守定期点検                 年１回 

    ・ろ過器装置保守定期点検（４台）             年６回 

    ・ヒートポンプチラー保守定期点検（フィルター清掃含む）  年２回 

    ・エコキュート保守定期点検                年２回 

    ・エコキュート貯湯槽清掃（内部清掃）           年１回 

    ・デシカント空調機保守定期点検              年２回 

    ・デシカント空調機フィルター清掃             年１回 

  ・室内冷暖房機器保守点検（フィルター清掃含む）      年１回 

    ・地中熱利用設備保守定期点検               年２回 

エ その他の設備保守・維持管理 

   ・浄化槽設備保守定期点検                 年１２回 

  ・一般空気環境測定（炭酸ガス調査、塩素ガス調査）     年６回 

・プール全換水清掃                    年１回 

  ・フロン漏えい点検                    令和10年度に１回 

   次に掲げる建物全般に係る設備の保守点検（自主点検等）は、小規模破損修繕及び調整を含むも

のとし、この範囲で処置できない不良箇所がある場合には別途、市と協議する。 

・電源、空調、給排水等設備の運転監視、点検、小規模修理  随時 

  ・給排水設備保守点検（配管、弁類、敷地内全般の給水菅点検、夏冬の切替確認） 随時 

  ・衛生器具設備（敷地内全般の衛生器具）          随時 

  ・消耗部品の交換                     随時 

③備品の維持管理業務 
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 ア 施設に整備した備品の点検、維持管理を行う。 

イ 備品に不具合が生じた場合は、随時修繕を行う。 

ウ 施設の備品について適正な管理を行う。 

エ 備品の異動については、市から示された備品一覧表により整理すること。 

（２）城山市民プール施設の主な運営業務 

①運営業務に関すること 

利用者の安全確保を第一とし、公平かつ効率的な運営を行いつつ、開かれた公の施設としての機

能を十分に発揮すること。また施設の設置目的を効果的に達成するため、二本松市城山市民プール

施設条例第３条に定める事業及び魅力ある自主事業を実施し、市民サービスの向上に努めること。 

②職員の配置に関すること 

ア 常勤の管理責任者を１名配置すること。 

イ 衛生管理者、監視員及び救護員を配置すること。（それぞれの役割を重複して配置すること 

も可とする。） 

   ウ 市民の健康づくりや体力向上の指導等を行うインストラクターを配置すること。 

エ 職員の勤務形態は、利用者に支障が生じないように適切に定めること。 

オ 業務に従事する者に対して、施設の管理運営に必要な研修を実施すること。 

・避難誘導等の消防訓練の実施（消防訓練２回/年） 

・地震等による避難誘導訓練の実施（随時） 

・断水、停電及び機器の緊急停止における対処法の研修 

・自動体外式除細動器の使用法を含む急病人発生時への対処法の研修 

・安全な管理を行うにあたり、業務に応じて必要な知識及び資格を有する者を配置すること。 

（３）城山市民プール施設に係る利用許可及び利用料金の徴収に関する業務 

①施設専用利用許可に関する業務 

 ア 施設専用利用申請書を受け、その申請を審査の上、専用利用許可書を交付すること。 

イ 利用者から利用料金を徴収すること。 

   ※徴収した料金は、指定管理者の収入として収受させることとする。 

ウ 減免の申請に基づき利用料金を減免するものとする。 

   ※市が利用する場合も申請書及び減免申請書を指定管理者へ提出し許可を得る。 

 エ 施設の利用調整に関する業務 

②利用料金等 

指定管理者は、城山市民プール施設条例第７条で定める利用料金を徴収する。ただし、下表に規定

する額の範囲内において指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものとする。 

プール使用料（採暖室及びウォータースライダーを含む。） 

区分 使用料 摘要 

一般利用 

一般 

１人１回券 ５００円 発券日限り有効 

１２回券 ５,０００円  

定期券 ４,０００円 １月当たり 

６０歳以上 

１人１回券 ４００円 発券日限り有効 

１２回券 ４,０００円  

定期券 ３,２００円 １月当たり 

高校生 

１人１回券 ３００円 発券日限り有効 

１２回券 ３,０００円  

定期券 ２,４００円 １月当たり 
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小中学生 

１人１回券 ２００円 発券日限り有効 

１２回券 ２,０００円  

定期券 １,６００円 １月当たり 

幼児 無料  

専用利用 
２５メートル

プール 

１コース 

１時間 
２，０３０円 

一般利用の使用料

に加算 

   多目的室等使用料 

    施設区分 使用料 

多目的室１ １時間 ５００円 

多目的室２ １時間 ３００円 

会議室 １時間 １００円 

備考 

    １ 使用の単位が時間で定められているもので、使用する時間が１時間に満たないときは、こ

れを１時間として計算する。 

２ 日を異にして２日以上継続して使用する場合には、展示物、器材等の保管のみに限り開館

時間外にも施設を使用することができる。この場合において、開館時間外の使用料は、徴収

しない。 

（４）その他の業務 

①事業計画書及び収支計画書の作成（毎年度） 

②事業報告書及び収支状況報告書の作成（毎年度） 

③利用状況、収支状況等の報告書の作成（毎月） 

④施設利用者を対象としたアンケートの実施による意見･要望の把握 

⑤上記④の結果を踏まえたサービスの提供や改善事項、管理運営状況等の分析・検討と当該検証結果

の市への報告 

⑥市との定期的な意見交換 

⑦指定期間終了等にあたっての引継ぎ業務 

⑧緊急連絡体制の整備 

⑨その他、市との連絡調整、市からの照会への回答 

 

４ 市が支払う指定管理委託料の上限額 

収支計算書作成にあたっては、城山市民プール施設を管理するのに必要なすべての経費から、施設

の管理で得られる収入（利用料金など）を差引いた額を指定管理料として、城山市民プール指定管理

委託料上限額以内で積算すること。 

消費税率は１０パーセントで積算すること。 

指定管理委託料上限額は、次に掲げる額（消費税額及び地方消費税の額を含む）とする。 

なお、各年度の委託料の額は協定書に基づき、毎年度の予算の範囲内で決定するものとする。 

指定期間中に市が支払う委託料は、城山市民プール指定管理委託料を上限とし、災害等の特別な場

合を除き原則として増額は行わない。 

 指定管理委託料上限額 

令和８年度 １０２，３７８千円 

令和９年度 １０３，３１０千円 

令和10年度 １０４，２４２千円 

令和11年度 １０５，１７４千円 
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令和12年度 １０６，１０６千円 

計 ５２１，２１０千円 

 

５ 指定管理者と市との業務役割分担 

指定管理者と市の役割分担は、原則として次のとおりとする。 

項      目 指定管理者 市 

①施設（建物、機械設備等）の保守点検 ○  

②施設の維持管理（清掃等を含む） ○  

③施設等の修繕 ○ ○ 

④安全衛生管理 ○  

⑤災害時の対応（一次的責任は指定管理者） ○ ○ 

⑥業務に関連して取得した利用者等の個人に関する情報の漏えい等

による利用者等への対応 
○ 

 

⑦事故、火災による施設損傷の回復（一次的責任は指定管理者） ○ ○ 

⑧施設利用者の被災に対する責任（一次的責任は指定管理者） ○ ○ 

⑨施設の火災共済保険の加入 
○ 

（任意） 
○ 

⑩施設賠償責任保険の加入 ○ ○ 

⑪利用者調整・利用者意見（苦情処理含む。）の対応 ○  

⑫利用料金の設定（市が定める一定の枠内） ○  

⑬自然災害等不可抗力による施設の損傷の回復  ○ 

⑭包括的な管理責任  ○ 

※その他指定管理者の役割等 

 １ 指定管理者は、善良なる管理者の注意をもって、城山市民プールを常に良好な状態に管理すること。 

 ２ 施設及び設備並びに備品等の修繕については、１件につき１０万円未満のものは指定管理者の負担

において行う。その他負担区分が不明なものについては、別途協議のうえ決定する。 

３ 指定管理者は、施設利用者の被災に関し、現場で対応する責任を有し、施設又は施設利用者に災害

があった場合には、迅速かつ適切に対応し、速やかに市に報告すること。 

４ 物価等の変動（人件費、物品購入費、光熱水費等の変動に伴う経費の増）に対する対応は、一次的

には指定管理者とする。ただし、施設の運営に支障が生じるような大幅な物価変動等が生じた場合

の対応については、市と指定管理者において協議することとする。 

 

６ 指定期間 

指定期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とする。 

 

７ モニタリング、業務評価 

（１）利用者の声の把握について 

指定管理者は、利用者の満足度を図るための意見箱等を設置し、改善が必要と思われる意見等があ

った場合には、その内容及び対応結果等について、緊急なものを除き毎月ごとにまとめて市に提出す

ること。 

（２）評価について 

毎月の利用者の声の結果等をもとに自己評価を行い、その内容を事業報告書にまとめ、市に提出す
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ること。なお、提出された事業報告書を元に、毎年の活動内容について下記の項目により、評価を行

う。 

①利用者の満足度… 利用者の声により評価する。 

②利用率… 当該年度の実績を過去の実績と比較して評価する。 

③収支状況… 当該年度の実績を過去の実績と比較して評価する。 

④事業達成度… 上記①から③及び各業務の内容をもとに総合的に判断する。 

（３）是正勧告等について 

評価において業務内容等に改善が必要と認める場合には、市は実地調査や協議を行った上で、指定

管理者に対して業務内容等の是正勧告、改善勧告等を行う。 

なお、是正勧告等により改善がみられない場合又は指定管理者の業務が「２ 管理の基準」を満た

していないと判断した場合は、指定期間中でもその指定を取り消すこととなる。 

 

８ 申請資格 

（１）指定期間中、安全かつ円滑に当該施設を管理運営できる法人その他の団体であること 

（２）申請する法人その他の団体の構成 

①１法人その他団体が複数の申請を行うことはできない。 

②１事業者が複数の事業者の構成員として申請することはできない。 

（３）法人その他団体及びその構成員が、次の要件に該当しないこと 

①地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４の規定に該当するもの 

②二本松市から指名停止措置を受けているもの 

③国税及び地方税を滞納しているもの 

④会社更生法、民事再生法等により更正または再生手続きを開始している法人等 

⑤暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第２条第２号に 

規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）

若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団の構成員等」とい

う。）の統制の下にある団体 

⑥地方自治法（昭和22年法律第67号）第２４４条の２第１１項の規定により二本松市又は他の地方 

公共団体から指定を取り消され、その取り消しの日から５年を経過しないもの 

⑦理事その他の役員に破産者、法律行為を行う能力を有しない者又は禁固以上の刑処せられている 

者がいるもの 

⑧理事その他の役員に市の特別職及び一般職の職員が就任しているもの 

（４）法人その他団体の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めがあるものの代表者又は管理 

人を含む。）又は使用人（支配人及び支店又は営業所等の代表者である者をいう。）のうち次のい 

ずれかに該当する者がいないこと。 

①地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第１６７条の４の規定に該当するもの 

②禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行が終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなっ     

た日から５年を経過しない者 

③暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）の規定（第３１条第７項

（都道府県暴力追放運動推進センター役職員の守秘義務）を除く。）に違反し、又は刑法（明治40年

法律第45号）第２０４条（傷害）、第２０６条（現場助勢）、第２０８条（暴行）、第２０８条の２

（凶器準備集合及び集結）、第２２２条（脅迫）若しくは第２４７条（背任）の罪若しくは暴力行為

等処罰ニ関スル法律（大正15年法律第60号）の罪を犯し、罰金の刑に処せられ、その刑の執行を終わ

り、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 
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④暴力団の構成員等 

⑤地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により二本松市又は他の地方公共団体から指定を取り消

され、その取り消しの日から５年を経過しない法人その他の団体及びその構成員の役員又は使用人で

あった者 

（５）応募時点において、プールの管理運営の業務実績がある法人その他団体 

（６）当該施設の募集説明会に出席した者 

 

９ 申請の手続き 

（１）提出書類について 

申請者は、申請書（二本松市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則第３条第１

項に基づく第１号様式）に以下の書類を添付して提出すること。 

①指定期間に係る各年度の公の施設の事業計画書（様式１）及び収支計画書（様式２） 

②定款又は寄附行為及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、これらに相当する書類） 

③指定の申請の日の属する事業年度の直近３箇年間の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、事業報告

書、財産目録）又は、これに類する書類。ただし、指定の申請の日の属する事業年度に設立された法

人等にあっては、その設立時における財産目録 

④役員の名簿及び履歴書 

⑤組織及び運営に関する事項を記載した書類 

⑥現に行っている業務の概要を記載した書類 

（２）公募要領の配布について 

①配布期間  令和７年７月２９日（火）から令和７年８月２２日（金）まで 

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除く。） 

②配布時間  午前８時３０分から午後５時まで 

③配布場所  二本松市総務部財政課又は二本松市教育委員会生涯学習課 

▼二本松市総務部財政課契約係 

  〒964-8601 二本松市金色４０３番地１ 

ＴＥＬ ０２４３－５５－５０８２ 

ＦＡＸ ０２４３－２２－７０２３ 

Ｅ－mail：keiyaku@city.nihonmatsu.lg.jp 

▼二本松市教育委員会生涯学習課スポーツ推進係 

〒964-0937 二本松市榎戸一丁目９２番地 

      二本松文化センター 

ＴＥＬ ０２４３－６２－７０６７ 

ＦＡＸ ０２４３－２２－７１７１ 

Ｅ－mail：spo-suishin@city.nihonmatsu.lg.jp 

（３）募集説明会の実施について 

①日  時  令和７年９月１日（月）午後１時３０分から 

②場  所  二本松市城山市民プール 

③内  容  公募要領等の説明及び施設見学 

④参加人数  １団体３名まで 

⑤申 込 み  法人その他の団体の名称及び参加者氏名を令和７年８月２９日（金）午後５時ま 

でに下記連絡先まで電話、ＦＡＸ又は電子メールにて連絡してください。 

⑥連 絡 先  二本松市教育委員会 生涯学習課 スポーツ推進係 

mailto:keiyaku@city.nihonmatsu.lg.jp
mailto:spo-suishin@city.nihonmatsu.lg.jp
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ＴＥＬ ０２４３－６２－７０６７ 

ＦＡＸ ０２４３－２２－７１７１ 

Ｅ－mail:spo-suishin@city.nihonmatsu.lg.jp 

⑦そ の 他  応募しようとする者は必ず出席すること。 

 

（４）公募に関する質問及び回答について 

公募に関する質問は、指定する様式を用いてＦＡＸ又は電子メールのいずれかの方法で、下記の期

間内に受付け、全ての募集説明会参加者へ質問に対する回答を行うものとする。 

なお、電話・来訪など口頭によるものや、受付期間を過ぎてからの質問は受け付けない。 

①第１回質問受付   令和７年７月２９日（火）から令和７年８月２２日（金）まで 

質問に対する回答  令和７年９月１日（月）の募集説明会の際に回答する。 

②第２回質問受付    令和７年９月１日（月）から令和７年９月３日（水）まで 

質問に対する回答  令和７年９月８日（月）までに文書により回答する。 

※上記質問の受付時間は、午前８時３０分から午後５時までとする。ただし、土曜日、日曜日及び

祝日は除く。 

（５）指定申請の受付期間等について 

①受付期間  令和７年９月９日（火）から令和７年９月１９日（金）まで 

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日は除く。） 

②受付時間  午前８時３０分から午後５時まで 

③提出場所  公募要領の配布場所と同じ 

④提出方法  上記③の場所に持参又は郵送すること。 

⑤申請期限  令和７年９月１９日（金）午後５時必着 

⑥その他   提出後は記入内容の変更及び差し替えをすることはできない。 

（６）提出部数について 

正本１部、副本１１部（副本は複写可）の計１２部とし、提出書類はやむを得ない場合を除き、原

則として日本工業規格Ａ列４とし、全ての書類に通しページを付しファイル等に綴じて提出すること。 

（７）著作権の帰属について 

事業計画書等の著作権は申請者に属するが、市は、指定管理者の決定の公表等において必要な場合

は、事業計画書等の内容を無償で利用できるものとする。 

（８）応募に関する費用の負担について 

応募に要する費用については、申請者の負担とする。 

（９）その他 

①提出された申請書に虚偽の記載があった場合は失格となる。 

②提出された申請書については、指定申請受付期間経過後の書類の差し替えは認められない。 

③提出された書類については、市が保管することとして、返却は認められない。 

④提出された書類は、二本松市公文書公開条例（平成17年二本松市条例第17号）に基づく情報公開 

の対象となる。 

⑤申請者が指定管理業務実施に際して業者を採用する場合には、可能な範囲で市内業者を採用する 

よう努めること。 

 

１０ 選定の方法、選定基準、選定結果の公表及び通知 

（１）選定の方法について 

①事務局における形式的審査 

mailto:spo-suishin@city.nihonmatsu.lg.jp
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事務局における形式的審査では、応募資格の確認、提出書類の不備がないか等の審査を行う。 

②選定委員会における審査 

事務局における形式的審査を通過した者は、「二本松市公の施設の指定管理者候補者選定委員会」

において総合的審査を行う。 

③その他 

ア 選定委員会は、率直な意見交換が損なわれるおそれがあること、また、法人その他の団体の 

信用情報に関する内容等が取り上げられる可能性があるため、非公開とする。 

イ 選定の前に、申請者が選定委員会の各委員に接触した場合若しくは接触しようとした事実が 

発覚した場合は、当該申請者を失格とする。 

（２）選定基準について 

選定委員会における選定基準は次のとおりとする。 

①その事業計画による公の施設の運営が、市民の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるも

のであること。 

②その事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮させるとともに、その管理に係る経費の

縮減が図られるものであること。 

③その事業計画書に沿った管理を安定して行う能力を有するものであること。 

（３）選定結果の公表及び通知 

選定委員会の審査の結果、候補者となったものに対しては、結果の通知をすると共に、市ウェブサ

イトに掲載し公表する。また、選定されなかったものに対しては、結果通知に理由を提示して通知す

る。 

 

１１ 仕様書 

申請者が施設の管理及び運営に関する業務の実施計画及び収支計画の作成に当たり、管理及び運営

に関する各種業務の基準、施設の管理基準、第三者に委託する業務等については、仕様書によるもの

とする。 

 

１２ 協定書 

（１）仮協定の締結 

選定委員会で選定された候補者については、議会への指定管理者の指定に係る議案の提出前までに

管理運営に係る細部的事項等について協議を行い、仮協定を締結することとする。 

（２）協定の内容 

 協定の内容は、概ね次のとおりとする。 

①指定の期間 

②開館時間その他指定管理者が行う管理の基準 

③指定管理者に行わせる業務の範囲 

④施設の利用許可に関する事項 

⑤リスク管理、責任分担に関する事項 

⑥個人情報の保護に関する事項 

⑦自主事業に関する事項 

⑧事業計画及び事業報告に関する事項 

⑨モニタリング及び事業評価に関する事項 

⑩指定管理委託料に関する事項 

⑪利用料金に関する事項 
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⑫減免の取扱いに関する事項 

⑬指定の取消しに関する事項 

⑭その他市長が必要と認める事項 

（３）本協定 

 議会の指定の議決後、指定書の交付を行い、指定管理者を指定する。その指定により仮協定が本協

定となる取扱いとする。 

（４）協定が締結できない場合 

①正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

②財務状況の悪化等により、指定管理業務の履行の確実性が認められないとき。 

③著しく社会的信用を損なうなど、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。 

 

１３ 指定管理者と市の責任分担 

 責任分担の基本的な考え方は、協定書により定めることとする。 

 なお、議会の指定の議決を得られない場合は、指定管理者の候補者を指定管理者として指定できな

い。 

 

１４ 実績報告等 

（１）事業報告書について  

 指定管理者は、毎年度終了後６０日以内に、次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、市に

提出することとする。 

 ただし、年度の途中において指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して３０日

以内に当年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

①管理運営業務の実施状況及び利用状況 

②使用料又は利用に係る料金の収入実績 

③管理運営に係る経費の収支状況 

④その他管理運営の実態を把握するために必要なものとして市が指示する事項 

（２）利用状況報告書について 

 指定管理者は、当該施設に係る利用状況を翌月１０日までに市に報告しなければならない。 

 

１５ 指定管理業務の継続が困難となった場合の措置等 

（１）指定管理業務の継続が困難となった場合またはその恐れが生じた場合について 

指定管理者は速やかにその旨を市に申し出るものとする。 

（２）指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理業務の継続が困難となった場合について 

市は指定管理者の指定を取消す等の措置をとることとし、この措置により市に損失が生じた場合に

は、指定管理者が損失を補填するものとする。 

（３）その他の事由により指定管理業務の継続が困難になった場合について 

災害その他の不可抗力等又は市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により指定管

理業務の継続が困難となった場合には、市と指定管理者は、事業継続の可否について協議するものと

する。 

 

１６ 指定管理業務の引継ぎ及び準備行為 

指定管理者は、管理業務開始日（令和８年４月１日）までに現指定管理者から業務を引継ぎ、各業

務の習得及び必要な準備行為を行うものとする。また、指定期間が満了するとき又は指定が取り消さ
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れたときは、速やかに、原状回復して施設（事前に市の承認を受けて行った模様替え等は除く。）、

設備、備品及び管理に必要なデータ等を市に引き渡すとともに、市又は新たな指定管理者と十分な引

継ぎ業務を行うものとする。 

 

１７ その他 

（１）物品等の帰属 

①備え付けの物品、市が購入の上貸与した物品については、市に帰属する。また施設機能として必 

要な物品等については、市が支払う指定管理委託料及び利用料金収入によって指定管理者が購入す 

る場合（更新、修繕、改造、弁償、調達、補給等を含む。）も、市に帰属するものとする。ただし、 

市と協議した上で指定管理者が自ら購入又は搬入し、管理業務において使用する物品等については、 

指定管理者に帰属するものとする。 

②物品の管理においては、市に帰属する物品と指定管理者に帰属する物品の区分を明確にすること。 

③物品の使用及び保管については、善良なる管理者の注意義務をもって行うこと。 

④指定管理者は、市に帰属する物品について処分を行おうとするときは、その都度市に報告し、そ 

の承認を得ることとする。 

（２）二本松市高齢者温泉等利用健康増進事業に係る利用券の取り扱いに関する業務 

二本松市内に住む70歳以上の方へ発行している「高齢者温泉等利用健康増進事業利用券」で定期券

を購入できるものとする。 

指定管理者は、高齢者温泉等利用健康増進事業利用券の利用による利用料金相当額を市に請求する

ものとする。 

（３）命名権者（ネーミングライツ・スポンサー）契約の締結について 

市は二本松信用金庫と城山市民プールの命名権者契約を締結しており、令和９年３月３１日までは、

「二本松しんきん城山プール」を愛称とする。 

指定管理者は、命名権者が発行する本施設の利用優待券及び命名権者が本施設を専用利用した際の

利用料金相当額を市に請求するものとする。 

（４）文書の管理保存について 

指定管理者は、指定管理業務を行うに当たり作成又は取得した文書等については、適正に管理・保

存するものとする。 

（５）情報公開について 

指定管理者は、二本松市公文書公開条例第３７条（平成17年二本松市条例第17号）に基づき、指定

管理業務を行うに当たり作成又は取得した文書等で、指定管理者が保有している情報の開示及び提供

を行うことがある。 

（６）保険の加入 

   施設の管理上の瑕疵に起因する事故や事業実施中の事故等、指定管理者の責任において生じた

賠償責任については、指定管理者の責任において賠償及び補償を行うこととする。 

指定管理者は必要な保険に加入し、当該保険により対応するものとする。 

なお、施設そのものの瑕疵等、市の責任において生じた賠償責任については、市が加入する「全国

市長会市民総合賠償補償保険」の対象となり、市の責任において賠償及び補償を行うこととする。 

【二本松市の加入内容】 

（１）賠償責任保険 Ｅ型 

   ・支払限度額 身体賠償（１名につき）   １５０，０００千円 

              （１事故につき）１，５００，０００千円 

          財物賠償（１事故につき）   ２０，０００千円 
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   ・免責金額      （１事故につき）       なし 

（２）補償保険 ５型①（５口） 

   ・補償金額  死亡              ５，０００千円 

          後遺障害        ２００～５，０００千円 

   ・入院補償保険（入院日数に応じ）      １０～１５０千円 

   ・通院補償保険（通院日数に応じ。但し、通院日数６日以上に限る） 

                          １０～６０千円 

（７）その他 

 協定書の解釈に疑義が生じた場合、または協定書に定めのない事項が生じた場合は、その都度市と

指定管理者は誠意をもって協議するものとする。 


